
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統一的な基準による財務書類 

（令和５年度決算） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩手沿岸南部広域環境組合 
 



１ 統一的な基準による財務書類の整備・公表について 

 

   平成 27年１月 23日付け「統一的な基準による地方公会計の整備促進について

（総務大臣通知）」により、統一的な基準による財務書類等を原則として平成 27

年度から平成 29 年度までの３年間、やむを得ない理由がある場合に限り概ね５

年間で全ての地方公共団体において作成し、予算編成等に積極的に活用するよう

要請されるとともに「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が示されまし

た。 

   この通知に基づき、岩手沿岸南部広域環境組合では平成 30 年度から統一的な

基準による財務書類を整備しており、この度、令和５年度の財務書類を整備しま

したので、これを公表します。 

 

 

２ 各財務書類の範囲 

 

（１）一般会計等財務書類 

   一般会計 

 

（２）連結財務書類 

   一般会計等及び岩手県市町村総合事務組合 

 

 

３ 統一的な基準による財務書類について 

 

（１）貸借対照表 

令和６年３月 31日現在に保有する資産、負債、純資産を表示したもので、地方

自治体が、住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどの

ような財源(負債・純資産)で賄ってきたのかについて総括的に示したものです。

資産は、サービス提供能力を示し、負債は、将来世代の負担を示し、純資産は、

現在までの世代の負担と捉えます。 

 

（２）行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、資産形成に結びつかな

い行政サービスに要したコストを人件費、物件費等、その他の業務経費、移転費

用に区分して表示したものです。 
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（３）純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、純資産(過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくて

よい財産)が年度中にどのように増加したかを、財源、資産評価差額、無償所管換

等、その他に区分して表示したものです。 

 

（４）資金収支計算書 

１年間の資金の増減を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分して

表示したものです。 
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一般会計等財務書類 
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（　単位：円　）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,144,101,696 固定負債 304,125,132

有形固定資産 3,144,101,696 地方債 304,125,132
事業用資産 3,143,151,224 長期未払金 －

土地 － 退職手当引当金 －
立木竹 － 損失補償等引当金 －
建物 2,280,020,899 その他 －
建物減価償却累計額 △ 708,604,653 流動負債 461,927,723
工作物 7,275,267,937 1年以内償還予定地方債 457,861,543
工作物減価償却累計額 △ 5,703,532,959 未払金 －
船舶 － 未払費用 －
船舶減価償却累計額 － 前受金 －
浮標等 － 前受収益 －
浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当金 3,599,421
航空機 － 預り金 466,759
航空機減価償却累計額 － その他 －
その他 － 766,052,855
その他減価償却累計額 － 【純資産の部】
建設仮勘定 － 固定資産等形成分 3,314,431,842

インフラ資産 － 余剰分（不足分） △ 747,687,829
土地 －
建物 －
建物減価償却累計額 －
工作物 －
工作物減価償却累計額 －
その他 －
その他減価償却累計額 －
建設仮勘定 －

物品 92,633,502
物品減価償却累計額 △ 91,683,030

無形固定資産 －
ソフトウェア －
その他 －

投資その他の資産 －
投資及び出資金 －

有価証券 －
出資金 －
その他 －

投資損失引当金 －
長期延滞債権 －
長期貸付金 －
基金 －

減債基金 －
その他 －

その他 －
徴収不能引当金 －

流動資産 188,695,172
現金預金 18,365,026
未収金 －
短期貸付金 －
基金 170,330,146

財政調整基金 170,330,146
減債基金 －

棚卸資産 －
その他 －
徴収不能引当金 －

繰延資産 － 2,566,744,013
3,332,796,868 3,332,796,868

（令和　6　年　3　月　31　日現在）

貸借対照表

負債合計

資産合計
純資産合計

負債及び純資産合計

科目科目
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（　単位：円　）

金額

経常費用 1,507,951,269

業務費用 1,504,232,231

人件費 46,900,082

職員給与費 42,718,970

賞与等引当金繰入額 3,599,421

退職手当引当金繰入額 －

その他 581,691

物件費等 1,442,328,918

物件費 949,569,432

維持補修費 －

減価償却費 492,759,486

その他 －

その他の業務費用 15,003,231

支払利息 13,978,963

徴収不能引当金繰入額 －

その他 1,024,268

移転費用 3,719,038

補助金等 3,719,038

社会保障給付 －

他会計への繰出金 －

その他 －

経常収益 101,524,195

使用料及び手数料 101,350,700

その他 173,495

純経常行政コスト 1,406,427,074

臨時損失 －

災害復旧事業費 －

資産除売却損 －

投資損失引当金繰入額 －

損失補償等引当金繰入額 －

その他 －

臨時利益 －

資産売却益 －

その他 －

純行政コスト 1,406,427,074

科目

至　令和　 6　年　3　月　31　日

自　令和　 5　年　4　月　 1　日

行政コスト計算書
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（　単位：円　）

固定資産 余剰分
等形成分 （不足分）

前年度末純資産残高 2,574,281,087 3,801,614,114 △ 1,227,333,027

純行政コスト（△） △ 1,406,427,074 △ 1,406,427,074

財源 1,398,890,000 1,398,890,000

税収等 1,398,890,000 1,398,890,000

国県等補助金 － －

本年度差額 △ 7,537,074 △ 7,537,074

固定資産等の変動（内部変動） △ 487,182,272 487,182,272

有形固定資産等の増加 － －

有形固定資産等の減少 △ 492,759,486 492,759,486

貸付金・基金等の増加 5,577,214 △ 5,577,214

貸付金・基金等の減少 － －

資産評価差額 － －

無償所管換等 － －

その他 － － －

本年度純資産変動額 － △ 487,182,272 487,182,272

本年度末純資産残高 2,566,744,013 3,314,431,842 △ 747,687,829

科目

純資産変動計算書
自　令和　 5　年　4　月　 1　日

至　令和　 6　年　3　月　31　日
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（　単位：円　）

金額

【業務活動収支】

業務支出 1,015,362,750

業務費用支出 1,011,643,712

人件費支出 47,071,049

物件費等支出 949,569,432

支払利息支出 13,978,963

その他の支出 1,024,268

移転費用支出 3,719,038

補助金等支出 3,719,038

社会保障給付支出 －

他会計への繰出支出 －

その他の支出 －

業務収入 1,500,414,195

税収等収入 1,398,890,000

国県等補助金収入 －

使用料及び手数料収入 101,350,700

その他の収入 173,495

臨時支出 －

災害復旧事業費支出 －

その他の支出 －

臨時収入 －

業務活動収支 485,051,445

【投資活動収支】

投資活動支出 5,577,214

公共施設等整備費支出 －

基金積立金支出 5,577,214

投資及び出資金支出 －

貸付金支出 －

その他の支出 －

投資活動収入 －

国県等補助金収入 －

基金取崩収入 －

貸付金元金回収収入 －

資産売却収入 －

その他の収入 －

投資活動収支 △ 5,577,214

【財務活動収支】

財務活動支出 471,117,623

地方債償還支出 471,117,623

その他の支出 －

財務活動収入 －

地方債発行収入 －

その他の収入 －

財務活動収支 △ 471,117,623

本年度資金収支額 8,356,608

前年度末資金残高 9,541,659

本年度末資金残高 17,898,267

前年度末歳計外現金残高 439,088

本年度歳計外現金増減額 27,671

本年度末歳計外現金残高 466,759

本年度末現金預金残高 18,365,026

科目

資金収支計算書
自　令和　 5　年　4　月　 1　日

至　令和　 6　年　3　月　31　日
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一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

組合は平成 18年 4月に設立されており、全て新築または新品により取得しています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価（該当なし） 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価（該当なし） 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 

該当なし 

  ② 満期保有目的以外の有価証券 

     該当なし 

③ 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････該当なし 

 

 ⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

該当なし 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   10年～50年 

      工作物  15年～40年 

      物品    8年～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････該当なし 

③ リース資産･･････････該当なし 
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⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 投資損失引当金 

    該当なし 

② 徴収不能引当金 

該当なし 

③ 退職手当引当金 

該当なし 

  ④ 損失補償等引当金 

該当なし 

⑤ 賞与等引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、翌年度 6 月支給予定の期末勤勉手当の支給見込額等

のうち、財務諸表作成基準日において発生していると認められる金額（12 月から 3 月までの 4

か月分）を計上しています。 

 

 ⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

該当なし 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 固定資産の計上基準 

     固定資産については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資

産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

     資本的支出と修繕費の区分基準については、金額で 100 万円以上であるとき、修繕に係る支

出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるかを判

断し、資産として処理しています。 
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２ 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

    該当なし 

   

⑵ 表示方法の変更 

    該当なし 

 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

 

 ⑴ 主要な業務の改廃 

  該当なし 

 

⑵ 組織・機構の大幅な変更 

  該当なし 

 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

 

 ⑷ 重大な災害等の発生 

    該当なし 

 

４ 偶発債務 

 

 ⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし 

 

⑵ 係争中の訴訟等 

該当なし 
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５ 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

   一般会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 

  差異なし 

  ③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、当会計年度

に係る出納整理期間（令和 6年 4月 1日～令和 6年 5月 31日）における現金の受払い等を終了し

た後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

  ④ 各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があり

ます。 

⑤ 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

- - - - 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  

 該当なし 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

該当なし 

  ⑧ 過年度修正等に関する事項 

     該当なし 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

売却可能資産の範囲は、計画等で売却の方向性が示されている資産及び財産収入として予算

措置がされている公共資産としています。 

ア 内訳 

      該当なし 

② 減価償却累計額 

     貸借対照表において減価償却累計額を間接法により開示しているため、省略 

③ 減債基金に係る積立不足額 

 該当なし 

④ 基金借入金（繰替運用） 

   該当なし 

  ⑤ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額 

   該当なし 
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  ⑥ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりで

す。 

     該当なし 

⑦ 地方自治法第 234条の 3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

該当なし 

  ⑧ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われてい

ない法定外公共物は次のとおりです。なお、当該資産は貸借対照表の資産に計上されません。 

該当なし 

⑨ ＰＦＩ事業に係る資産 

     該当なし 

 

⑶ 行政コスト計算書に係る事項 

    該当なし 

 

⑷ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑸ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  499,030千円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 1,500,415千円 1,492,058千円 

財務書類の対象となる収入の範囲の相違に伴う差額 

（繰越金） 

9,542千円 - 

前年度末資金残高 9,542千円 - 

資金収支計算書 1,509,957千円 1,492,058千円 

  ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書 

業務活動収支              485,051千円 

減価償却費              △492,759千円 

    賞与等引当金の増減             171千円 

   純資産変動計算書の本年度差額       △7,537千円 
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④ 一時借入金 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

   なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額      10,000千円 

    一時借入金に係る利子額    該当なし 

⑤ 重要な非資金取引 

     該当なし 
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連結財務書類 



. 



（単位：円　）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,144,101,696 固定負債 304,125,132
有形固定資産 3,144,101,696 地方債等 304,125,132
事業用資産 3,143,151,224 長期未払金 －
土地 － 退職手当引当金 －
立木竹 － 損失補償等引当金 －
建物 2,280,020,899 その他 －
建物減価償却累計額 △708,604,653 流動負債 461,927,723
工作物 7,275,267,937 1年内償還予定地方債等 457,861,543
工作物減価償却累計額 △5,703,532,959 未払金 －
船舶 － 未払費用 －
船舶減価償却累計額 － 前受金 －
浮標等 － 前受収益 －
浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当金 3,599,421
航空機 － 預り金 466,759
航空機減価償却累計額 － その他 －
その他 － 766,052,855
その他減価償却累計額 － 【純資産の部】
建設仮勘定 － 固定資産等形成分 3,314,431,842

インフラ資産 － 余剰分（不足分） △747,687,829
土地 － 他団体出資等分 －
建物 －
建物減価償却累計額 －
工作物 －
工作物減価償却累計額 －
その他 －
その他減価償却累計額 －
建設仮勘定 －

物品 92,633,502
物品減価償却累計額 △91,683,030

無形固定資産 －
ソフトウェア －
その他 －

投資その他の資産 －
投資及び出資金 －
有価証券 －
出資金 －
その他 －

長期延滞債権 －
長期貸付金 －
基金 －
減債基金 －
その他 －

その他 －
徴収不能引当金 －

流動資産 188,695,172
現金預金 18,365,026
未収金 －
短期貸付金 －
基金 170,330,146
財政調整基金 170,330,146
減債基金 －

棚卸資産 －
その他 －
徴収不能引当金 －

繰延資産 － 2,566,744,013

3,332,796,868 3,332,796,868

【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和　6年　3月　　31日現在）

科目 科目

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計
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（単位：円　）

金額

経常費用 1,507,971,269

業務費用 1,504,252,231

人件費 46,920,082

職員給与費 42,728,970

賞与等引当金繰入額 3,599,421

退職手当引当金繰入額 －

その他 591,691

物件費等 1,442,328,918

物件費 949,569,432

維持補修費 －

減価償却費 492,759,486

その他 －

その他の業務費用 15,003,231

支払利息 13,978,963

徴収不能引当金繰入額 －

その他 1,024,268

移転費用 3,719,038

補助金等 3,719,038

社会保障給付 －

その他 －

経常収益 101,524,195

使用料及び手数料 101,350,700

その他 173,495

純経常行政コスト 1,406,447,074

臨時損失 －

災害復旧事業費 －

資産除売却損 －

損失補償等引当金繰入額 －

その他 －

臨時利益 －

資産売却益 －

その他 －

純行政コスト 1,406,447,074

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和　 5　年　4　月　 1　日

至　令和　 6　年　3　月　31　日

科目
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(単位：円　）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 2,574,281,087 3,801,614,114 △1,227,333,027 0

純行政コスト（△） △1,406,447,074 △1,406,447,074 0

財源 1,398,910,000 1,398,910,000 0

税収等 1,398,910,000 1,398,910,000 0

国県等補助金 － － 0

本年度差額 △7,537,074 △7,537,074 0

固定資産等の変動（内部変動） △487,182,272 487,182,272

有形固定資産等の増加 － －

有形固定資産等の減少 △492,759,486 492,759,486

貸付金・基金等の増加 5,577,214 △5,577,214

貸付金・基金等の減少 － －

資産評価差額 － －

無償所管換等 － －

他団体出資等分の増加 － 0

他団体出資等分の減少 － 0

その他 － － －

本年度純資産変動額 － △487,182,272 487,182,272 0

本年度末純資産残高 2,566,744,013 3,314,431,842 △747,687,829 0

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　令和　 5　年　4　月　 1　日

至　令和　 6　年　3　月　31　日

科目 合計
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（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 1,015,382,750
業務費用支出 1,011,663,712
人件費支出 47,091,049
物件費等支出 949,569,432
支払利息支出 13,978,963
その他の支出 1,024,268

移転費用支出 3,719,038
補助金等支出 3,719,038
社会保障給付支出 －
その他の支出 －

業務収入 1,500,434,195
税収等収入 1,398,910,000
国県等補助金収入 －
使用料及び手数料収入 101,350,700
その他の収入 173,495

臨時支出 －
災害復旧事業費支出 －
その他の支出 －

臨時収入 －
業務活動収支 485,051,445
【投資活動収支】
投資活動支出 5,577,214
公共施設等整備費支出 －
基金積立金支出 5,577,214
投資及び出資金支出 －
貸付金支出 －
その他の支出 －

投資活動収入 －
国県等補助金収入 －
基金取崩収入 －
貸付金元金回収収入 －
資産売却収入 －
その他の収入 －

投資活動収支 △5,577,214
【財務活動収支】
財務活動支出 471,117,623
地方債等償還支出 471,117,623
その他の支出 －

財務活動収入 －
地方債等発行収入 －
その他の収入 －

財務活動収支 △471,117,623
8,356,608
9,541,659
17,898,267

前年度末歳計外現金残高 439,088
本年度歳計外現金増減額 27,671
本年度末歳計外現金残高 466,759
本年度末現金預金残高 18,365,026

前年度末資金残高
本年度末資金残高

本年度資金収支額

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　令和　 5　年　4　月　 1　日

至　令和　 6　年　3　月　31　日

科目 金額
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連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

   組合は平成 18年４月に設立されており、全て新築または新品により取得しています。 

なお、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価(該当なし) 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価(該当なし) 

     ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 

該当なし 

  ② 満期保有目的以外の有価証券 

     該当なし 

③ 出資金 

   ア 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････該当なし 

 

 ⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

該当なし 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   10年～50年 

      工作物  15年～40年 

      物品    8年～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････該当なし 

③ リース資産･･････････該当なし 
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⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

該当なし 

② 退職手当引当金 

該当なし 

③ 損失補償等引当金 

該当なし 

④ 賞与等引当金 

   職員に対する賞与の支給に備えるため、翌年度 6 月支給予定の期末勤勉手当の支給見込額等

のうち、財務諸表作成基準日において発生していると認められる金額（12 月から 3 月までの 4

か月分）を計上しています。 

 

 ⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総 

額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

該当なし 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 固定資産の計上基準 

固定資産については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300万円）以上の場合に資

産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額で 100 万円以上であるとき、修繕に係る支

出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるかを判

断し、資産として処理しています。 
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２ 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

    該当なし 

   

⑵ 表示方法の変更 

    該当なし 

 

⑶ 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

 

 ⑴ 主要な業務の改廃 

  該当なし 

 

⑵ 組織・機構の大幅な変更 

  該当なし 

 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

 

 ⑷ 重大な災害等の発生 

    該当なし 

 

４ 偶発債務 

 

 ⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし 

 

⑵ 係争中の訴訟等 

該当なし 
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５ 追加情報 

 

⑴ 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

岩手県市町村 

総合事務組合 

一部事務組合・ 

広域連合 
比例連結 0.1％ 

連結の方法は次のとおりです。 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第 235条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出 

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との

間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

    各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため合計等の金額が一致しない場合がありま

す。 
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